
＜一般委託＞

本仕様書の定めるところによる。

1 目      的 
　納税課及び税制課における、大量出力分の帳票に対し、印字、裁断、製本（折り）、封入封緘業務
を委託する。

2 履行期間 　契約日から令和5年3月31日まで

3 施行場所 
　受託業者の指定する作業場所
　なお、データの引き渡し場所は横須賀市税務部税制課とする。

4 業務内容  　別紙1「納税課及び税制課帳票、印字・封入等業務委託　特記仕様書」のとおり

5 特記事項
　本業務の実施にあたっては、別紙4「個人情報（特定個人情報を含む）の取扱いに関する特記事
項」を遵守すること。

6 関係法規 　横須賀市個人情報保護条例

7 資格要件
平成29年4月1日以降に、国・地方公共団体との契約において元請けとして、コンビニ収納に対応し
た納付書に係る印字・封入等業務の契約を締結し完了した実績があること。

8 契約方法  　単価契約

9 支払方法

　・委託料の支払いは、年2回とする（10月～12月、1月～3月）
　・12月、3月の業務完了後、受託者の請求（落札時の単価と実績報告書の数量を基にし算出した
金額）により精算する。ただし、消費税として精算額に税率相当額を加算（円未満端数切捨て）する
ものとする。
　・実績報告は各月末に行う。
　・請求先は、納税課分と税制課分の2つに分けること。帳票毎の請求先については、別紙2「帳票
仕様書」のとおり。

10 その他事項

　・年度当初に委託者と受託者の両者が合意し、本市議会において当該予算が承認された場合、
翌年度の4月1日から9月30日まで、本契約と同条件で契約する予定である。なお、受託者が当該契
約を締結する意思がない場合等については、履行期間満了日の1か月前までに通知すること。
　・この仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、別途協議するものとする。

11
監　督　 員
連　絡　先

　横須賀市税務部税制課　上野
　電話：046-822-9836

・この業務を施行するにあたって、仕様書でグリーン物品購入の指示がある場合は、横須賀市グ
リーン購入基本方針及び調達方針に基づく環境物品等を納入すること。また、仕様書で特に指示
がない場合で委託代金に物品等の購入経費が含まれている場合は、できるだけこの方針に基づく
環境物品等の調達をお願いします。
（上記方針については、本市のホームページ「よこすかのグリーン購入」参照）

・本市は、独自の環境マネジメントシステム（YES）により事務事業の環境負荷低減に努めているの
で、受託者においてもできる限り環境に配慮して業務を執行するようお願いします。

グリーン
物品購入
及び
環境配慮
関係

＜指示又は希望事項＞

納税課及び税制課帳票印字・封入等業務委託（令和4年10月から令和5年3月）（一般委託）仕様書

納税課及び税制課帳票印字・封入等業務委託（令和4年10月から令和5年3月）に基づく内容は、



（税抜き）

内訳 項目 単位 予定数量 上限単価（円） 契約単価（円）

1
督促状（コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書
付）

件 65,000 20.90

2
口座振替不能通知（コンビニ収納・キャッシュレス決
済用納付書付）

件 3,900 46.10

3
期別催告書（コンビニ収納・キャッシュレス決済用納
付書付）

件 16,500 27.70

4 現年1次催告書（払込票付） 件 7,000 28.40

5 現年2次催告書（払込票付） 件 7,000 28.40

6 現年3次催告書（払込票付） 件 2,500 30.00

7 繰越催告書（払込票付） 件 5,500 26.90

8 督促状(テスト用ＱＲコード納付書付） 件 100 454.50

9 口座振替不能通知(テスト用ＱＲコード納付書付） 件 100 454.50

10 期別催告書(テスト用ＱＲコード納付書付） 件 100 454.50

※契約単価欄は、契約者が記入する。

※契約単価は、各項目ごとに定めた上限単価以下とすること。

※予定数量に契約単価を乗じた金額（税抜き）の総額を入札金額とすること。

単価表



別紙１ 

納税課及び税制課帳票、印字・封入等業務委託 特記仕様書  
   

１．目 的  納税課及び税制課における、大量出力分の帳票に対し、印字、裁断、折り、封入封緘業務

を委託する。 

２．履行期間 契約日から令和５年３月 31 日まで 

３．業務委託内容 

 (1) 出力仕様  

横須賀市デジタル・ガバメント推進室の市税システム（WebRings）で作成出力した、印字データ

を読み取り、各種帳票に印字する。（帳票の仕様については、後述する） 

印字については、連続帳票は DP1100CF（富士フイルムビジネスイノベーション株式会社）、カッ

ト紙は DP155EPS（富士フイルムビジネスイノベーション株式会社）の使用を前提として作成されて

いる。 

印字については、印字品質を 600dpi 以上で出力すること。 

印字データは WindowsOS 上で SkyPDF（SKYCOM 社製）により作成した PDF ファイルを、秘文（日立

ソフトウェア株式会社製）を使用し暗号化して引き渡す。 

暗号化データの復号化については、自己解凍型暗号化ファイルで作成しており、パスワードの入

力で復号化できるようになっている。 

ファイルの命名規約として、基本的には、帳票イメージデータが、大容量になり、複数ファイル

に分割して作成したほうが処理上よいパターンでは、 

・ジョブ名_プログラム名_開始ページ-終了ページ.pdf.exe 

  (９バイト) (11 バイト)  (７バイト) (７バイト) 

  ex)MZLAJ705_MZLA700L_0000001-0010000.pdf.exe 

とし、複数ファイルに分割の必要がない場合には、 

・ジョブ名_プログラム名.pdf.exe (９バイト) (11 バイト) 

  ex)MZCIL171_WRCF531N.pdf.exe 

というファイルで作成されている。 

ファイルの分割単位としては、業務遂行上容量で分けたほうが良いパターン、ページ数で分けた

ほうが良いパターンとあり、どちらが適正かを考えた上で作成されている。 

事前に印字テスト～完成までは行えるよう、用紙、封筒などは提供する。 

 (2) 裁断、製本、封入封緘 

裁断、製本、封入等加工内容については、後述する。デザインフォーム等同封物、および封入す

る封筒については、本市より貸与する。 

 



 (3) 貸与品について 

委託業務に必要な一定量の用紙・封筒等をデータ受理の直前に引き渡す。 

貸与した用紙・封筒などについては、納品物以外に印字不良・加工時破損・デザイン用紙の出力

時の前後の白紙等も含め、納品時に返却すること。 

 (4) データ受理、納品について  

① 本市の指定する受理日の午前 10 時 00 分に税制課にてデータの受け渡しを行う。ただし、デー

タ引渡しができない場合は、税制課は業務受託者に対し速やかに連絡の上、対応を協議する。そ

の場合、業務受託者は可能な限り納品日を遵守する方向で協議に応じなければならない。 

② 本市の指定する納品日(原則は受理日の翌開庁日、大量の場合は翌々開庁日)の午前 10 時 00 分

までに、完成品を税制課に搬送納品する。ただし、やむをえない理由で納品が遅れる場合は、業

務受託者は速やかに税制課に連絡しその指示に従わなければならない。 

③ 業務受託者は成果品に毀損等があった場合は、その責任において速やかに再納品を行わなけれ

ばならない。ただし、日程については両者協議の上、調整するものとする。 

④ 受理、納品の便については、セキュリティ保護のため搬送を施錠可能な専用車とする。受理、

納品者は車１台につき２名以上とし、受理、納品物の監視者がいなくなる状況にならないことを

前提とする。 

受理媒体（原則 4.7GB の DVD-RW）は、耐久性のあるケース(業務受託者で用意すること)で、税

制課職員確認の下、施錠した上で搬送することとする。 

⑤ 運搬に当たり紛失毀損等の事故が生じた時は、業務受託者は直ちに税制課に連絡し、その指示

に従う。ただし、その処理にかかる費用は業務受託者が負担するものとする。 

 (5) 再委託の禁止  

業務受託者は税制課が承諾した場合を除き、委託業務の全部または一部を第三者に委託すること

はできない。 

 (6) 情報の保護 

① 業務受託者はこの業務委託において知り得た個人情報を、自己の目的に利用すること、または、

他人に漏らすことをしてはいけない。この契約が終了または解除された後においても同様とする。 

② 業務受託者は個人情報の取扱に際しては、横須賀市個人情報保護条例第 14条の規定を遵守しな

ければならない。 

③ 業務受託者は税制課が認めた場合を除き、委託業務に伴うデータを複写または複製してはなら

ない。 

④ 業務受託者は個人情報の保護のため、その紛失、漏洩その他の事故を未然に防ぐために必要な

措置を講じなければならない。 

⑤ 業務受託者は個人情報を使用する必要がなくなったときは、速やかに個人情報を返還しなけれ

ばならない。 



 (7) 事故の報告 

業務受託者は、業務中に事故が生じた時は、直ちに税制課に報告し、その指示に従わなければな

らない。 

４．対象帳票およびその加工内容 

 ※加工内容および件数、回数については、別紙２「帳票別作業内容」を参照のこと 

(1) 督促状     (コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付）※１ 

(2) 口座振替不能通知(コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付）※１ 

(3) 期別催告書   (コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付）※１ 

(4) 現年１次催告書 （払込取扱票付） 

(5) 現年２次催告書 （払込取扱票付） 

(6) 現年３次催告書 （払込取扱票付） 

(7) 繰越催告書     （払込取扱票付） 

(8) 督促状     (テスト用ＱＲコード納付書付） 

(9) 口座振替不能通知(テスト用ＱＲコード納付書付） 

(10) 期別催告書   (テスト用ＱＲコード納付書付） 

 

※１ 随意契約期間である翌年度４月から９月は、ＱＲコード納付書付となる。 

 

５．納品物について 

 (1) １帳票につきおおむね 1,000 通を超える場合  

区内特別および料金後納の２種類の封筒に分けることがある。この場合はデータ受け渡しまでに

連絡し、梱包も別とする。 

 (2) ダンボールの表示  

①役所名 ②課名 ③帳票名 ④郵便局名 ⑤郵便番号 ⑥製品の出力連番 ⑦封筒種類 ⑧箱

番号（郵便局単位） 

・表示方法等は別紙３「表示の仕様」を参照のこと 

 (3) 梱包方法（エラー分は封入不要）  

・1,000 通程度を基準とし、持ち運び容易な形状のダンボール箱にいれること。 

・段ボール箱には金属金具を用いないこと。 

※ただし、少量の場合は封筒でも可とする。 

・100 通毎に１から 100 の連番として輪ゴムで束ねること。 

※ただし、郵便局の境のため 100 通に満たない場合は 100 通未満でも可とする。 

 (4) 件数表の作成  

対象帳票単位（納品の単位）毎に納品書に数値を記入し、納入時に提出すること。 



６．請求および支払い 

実績報告は各月末に行い、請求および支払いは３ヶ月ごととする。 

７．その他事項 

 (1) 詳細業務日程については受託後打ち合わせる。 

 (2) 受託者は、データ受理日の直前１週間以内に業務内容の確認を行うこと。 

 (3) 契約期間中、印字に使用するプリンタを変えないこと、変えざるをえない場合は、 

３か月前までに本市へ連絡すること。 

 (4) 契約締結後、４の対象帳票について、印字・封入等業務試験を行う。４.（1）～（3）の 

コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付の対象帳票については、令和４年８月 31日 

までに試験を行う。本市でコンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付のスキャンテストを 

受ける。スキャンテストで不合格となった場合、印字・封入業務試験をスキャンテストが合格に 

なるまで繰り返し行うこととする。４.（8）～（10）のテスト用ＱＲコード納付書付についても 

試験を行う。試験日程については、詳細が決まり次第連絡する。スキャンテストで不合格となった 

場合、印字・封入業務試験をスキャンテストが合格になるまで繰り返し行うこととする。 

業務試験の費用については、試験に要した件数（帳票枚数）に単価を乗じた費用を本市に 

請求せずに、本委託業務開始後の各対象帳票の単価に含めること。 

 (5) この仕様書に定めのない事項及び疑義を生じた場合は、別途協議の上決定するものとする。 

 



帳票別作業内容 別紙２

帳票仕様書 別紙2
№ 区分 封筒種類 同封物 処理回数 担当課

1
督促状
(コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付）

封筒仕様書の区分
No．１・３

（区内特別・料金後納）
無し 12回 納税課

2
口座振替不能通知
(コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付）

封筒仕様書の区分
No．２
（料金後納）

無し 4回 税制課

3
期別催告書
(コンビニ収納・キャッシュレス決済用納付書付）

封筒仕様書の区分
No．１・３

（区内特別・料金後納）
無し 6回 納税課

4
現年１次催告書
（払込票付）

封筒仕様書の区分
No．４・５・６・７
（区内特別・料金後納）

無し 3回 納税課

5
現年２次催告書
（払込票付）

封筒仕様書の区分
No．４・５・６・７
（区内特別・料金後納）

無し 2回 納税課

6
現年３次催告書
（払込票付）

封筒仕様書の区分
No．４・５・６・７
（区内特別・料金後納）

無し 1回 納税課

7
繰越催告書
（払込票付）

封筒仕様書の区分
No．４・５・６・７
（区内特別・料金後納）

無し 2回 納税課

8
督促状
(テスト用ＱＲコード納付書付）

封筒仕様書の区分
No．１・３

（区内特別・料金後納）
無し 1回 納税課

9
口座振替不能通知
(テスト用ＱＲコード納付書付）

封筒仕様書の区分
No．２
（料金後納）

無し 1回 税制課

10
期別催告書
(テスト用ＱＲコード納付書付）

封筒仕様書の区分
No．１・３

（区内特別・料金後納）
無し 1回 納税課

封筒仕様書

タテ ヨコ ベロ タテ ヨコ マド あわせ のり

120 223 35 47 88
グラシン窓
(枠なし)

内かます
アラビア
のり

納税課

110 220 35 52 95
グラシン窓
(枠なし)

内かます
アラビア
のり

納税課

120 223 35 47 88
グラシン窓
(枠なし)

内かます
アラビア
のり

税制課

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

重量

連続用紙　縦9.0インチ
          横8.5インチ

印字した後、両サイドのスプロケット
をカットし、用紙１枚ごとに裁断し、
二つ折りにする。

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

100件

印字した後、両サイドのスプロケット
をカットし、用紙１枚ごとに裁断し、
二つ折りにする。

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

100件

連続用紙　縦9.0インチ
　　　　　横8.5インチ

印字した後、両サイドのスプロケット
をカットし、用紙１枚ごとに裁断し、
二つ折りにする。

形状

100件

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

5,500件

No．１・３
（区内特別・料金後納）

70㎏
Aロール

洋封筒

その他マド 紙質

連続用紙　縦9.0インチ
      　　横8.5インチ

連続用紙　縦9.0インチ
      　　横8.5インチ

件数

7,000件

16,500件

No．４・５・６・７
（区内特別・料金後納）

70㎏
Aロール

洋封筒

区　　分
サイズ㎜

7,000件

印字した後、四つ折りにする。

用紙 加工内容

単票　縦411ミリ
　　　横210ミリ

封入封緘方法

連続用紙　縦9.0インチ
          横8.5インチ

印字した後、両サイドのスプロケット
をカットし、用紙１枚ごとに裁断し、
二つ折りにする。

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

印字した後、四つ折りにする。

単票　縦411ミリ
　　　横210ミリ

印字した後、両サイドのスプロケット
をカットし、用紙１枚ごとに裁断し、
二つ折りにする。

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

65,000件

3,900件

No．２
（料金後納）

70㎏
Aロール

洋封筒

単票　縦411ミリ
　　　横210ミリ

単票　縦411ミリ
　　　横210ミリ

2,500件印字した後、四つ折りにする。

封筒宛名

連続用紙　縦9.0インチ
　　　　　横8.5インチ

印字した後、両サイドのスプロケット
をカットし、用紙１枚ごとに裁断し、
二つ折りにする。

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

印字した後、四つ折りにする。

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

貸与した封筒へ機
械封入封緘する

貸与した封筒へ機
械封入封緘する



別紙3

◎　表示の仕様

（ダンボール箱に貼り付け）

 

 横須賀市役所　 様　　　　　　　　　　　　　課名　　　（別紙2に記載の請求先の課名）

　

 帳票名

 郵便局名　　　　　　　　　　　　　郵便番号

 連番　　　　　　　　　　　　　～

 封筒種類　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ＸＸ／XX箱

　

 

　段ボール箱の表示位置
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個人情報（特定個人情報を含む）の取扱いに関する特記事項 

 

（個人情報を取り扱う際の基本的事項） 

第１条 受託者（以下「乙」という。）は、個人情報（特定個人情報（行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第８項に規定する特定個

人情報をいう。以下同じ。）を含む。）の保護の重要性を認識し、業務に関して個人情

報を取り扱うときは、個人の権利利益を侵害することのないよう、個人情報を適正に取

り扱わなければならない。 

（適正な管理） 

第２条 乙は、個人情報の漏えい、滅失、改ざん、き損及びその他の事故を未然に防止す

るため必要な措置を講じなければならない。 

２ 乙は、個人情報の取扱いに関する責任体制を整備し、管理責任者を定めなければなら

ない。 

３ 乙は、個人情報を取り扱う従事者の範囲を具体的に定め、当該者以外の者が個人情報

を取り扱うことがないよう必要な措置を講じなければならない。 

４ 乙は、個人情報の保管にあたっては、この契約による業務により取得した個人情報と

それ以外の個人情報を明確に区分し、管理しなければならない。 

５ 乙は、委託者（以下「甲」という。）の指示又は承諾があるときを除き、個人情報を

乙の事業所内から持ち出してはならない。 

（管理責任者等の教育及び研修） 

第３条 乙は、個人情報の保護及び情報セキュリティに対する意識の向上を図るため、管

理責任者及び従事者に対し、横須賀市個人情報保護条例第14条（受託者等の責務）、第

32条及び第33条（罰則）並びに行政手続における特定の個人を識別するための番号の利

用等に関する法律第48条、第49条、第50条及び第51条（罰則）の内容並びに本特記事項

において従事者が遵守すべき事項その他この契約による業務の適切な履行に関し必要な

事項について、教育及び研修を実施しなければならない。 

（秘密の保持） 

第４条 乙は、個人情報の内容を第三者に漏らしてはならない。この契約が終了し、又は

解除された後においても同様とする。 

２ 乙は、この契約による業務の処理の従事者が個人情報を管理責任者の承諾を得ること

なく事務所以外の場所に持ち出し、又は不適切な取扱いにより第三者に漏らすことのな

いように、必要かつ適切な監督を行わなければならない。 

（収集の制限） 

第５条 乙は、この契約による業務を処理するため個人情報を収集するときは、その目的

を明確にし、当該目的の達成に必要な範囲内で、適法かつ公正な手段により収集しなけ

ればならない。 

（目的外利用等の禁止） 

第６条 乙は、甲の指示又は承諾があるときを除き、この契約による業務の目的以外の目

的に個人情報を利用し、又は第三者に提供してはならない。 

（複写等の禁止） 

第７条 乙は、あらかじめ甲の指示又は承諾があった場合を除き、業務を実施するために
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甲から提供された個人情報を複写し、又は複製してはならない。 

（資料等の返還等） 

第８条 乙は、この契約による事務を処理するために甲から貸与され、又は乙が収集し、

複製し、若しくは作成した個人情報が記録された資料等を、この契約が終了し、又は解

除された後直ちに甲に返還し、引き渡し、又は消去しなければならない。この場合にお

いて、電子記録媒体に記録された個人情報を消去する場合は、当該個人情報が復元でき

ないように確実に消去しなければならない。 

２ 前項の規定により個人情報を甲に返還し、引き渡し、又は消去する場合において、甲

が別に指示したときは、当該方法によるものとする。 

３ 乙は、前２項の規定により個人情報を消去した場合は、当該個人情報を消去した旨の

報告書を甲に提出しなければならない。 

（再委託の禁止等） 

第９条 乙は、個人情報の処理を自ら行うものとし、第三者にその処理を委託（以下「再

委託」という。）してはならない。ただし、書面により甲の承諾を得た場合は、この限

りでない。 

２ 乙は、個人情報の処理を再委託する場合及び再委託の内容を変更する場合は、あらか

じめ次の各号に規定する事項を記載した書面を甲に提出し、前項ただし書きの承諾を得

なければならない。 

（１）再委託の相手方 

（２）再委託を行う業務の内容 

（３）再委託で取り扱う個人情報 

（４）再委託の期間 

（５）再委託が必要な理由 

（６）再委託の相手方における責任体制及び管理責任者 

（７）その他甲が必要と認める事項 

３ 乙は、前項の規定により個人情報を取り扱う事務を再委託の相手方（以下「再受託

者」という。）に取り扱わせる場合には、乙と再受託者との契約内容に関わらず、再受

託者の当該事務に関する行為について責任を負うものとする。 

４ 乙は、再委託契約において、再受託者に対する監督及び個人情報の安全管理の方法に

ついて具体的に指示しなければならない。 

５ 乙は、この契約による業務を再委託した場合は、その履行を監督するとともに、甲の

求めに応じて、再受託者の状況等を報告しなければならない。 

６ 乙は、再委託契約を行う場合には、この契約により第１条から前条までに規定する個

人情報の取扱いに関する義務を再受託者にも遵守させなければならない。 

（定期報告） 

第10条 乙は、この契約による業務における個人情報の取扱状況について、甲に定期的に

報告を行うものとする。 

（立入調査等） 

第11条 甲は、個人情報を保護するために必要な限度において、乙（再受託者を含む。）

に対し、個人情報を取り扱う事務について管理状況の説明若しくは資料の提出を求め、

又は乙（再受託者を含む。）の事務所に立ち入ることができる。 
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２ 乙（再受託者を含む。）は、甲から個人情報の取扱いに関して改善を指示されたとき

は、その指示に従わなければならない。 

（事故発生時等における報告） 

第12条 乙（再受託者を含む。）は、個人情報の漏えい、滅失、き損及び改ざん等の事故

（以下「漏えい事故」という。）が生じ、又は生ずるおそれがあることを知ったとき

は、速やかに甲に報告し、甲の指示に従わなければならない。この契約が終了し、又は

解除された後においても同様とする。 

２ 乙（再受託者を含む。）は、漏えい事故が生じた場合、当該事故の被害を最小限にす

るため、甲と協力して必要な措置を講じ、かつ、甲の指示に従わなければならない。 

（補則） 

第13条 乙は、この契約における個人情報の取扱いについて疑義が生じたときは、甲と協

議し、その指示に従わなければならない。 



月 区分
口座振替不能通知

(コンビニ収納用納付書付）
期別催告書

(コンビニ収納用納付書付）
現年1次催告書
（払込票付）

現年２次催告書
（払込票付）

現年３次催告書
（払込票付）

繰越催告書
（払込票付）

督促状
(テスト用ＱＲコー
ド納付書付）

口座振替不能通知
(テスト用ＱＲコー
ド納付書付）

期別催告書
(テスト用ＱＲコー
ド納付書付）

データ・帳票支給日 10/7 10/26 10/13

納品日 10/11 10/27 10/17

予定数量 800 500 3,000

データ・帳票支給日 11/8 11/25 11/8 11/11 11/15 11/15 11/21

納品日 11/9 11/29 11/9 11/14 11/17 11/17 11/24

予定数量 800 12,000 400 200 2,500 3,500 3,000

データ・帳票支給日 12/7 12/21 12/12

納品日 12/8 12/22 12/14

予定数量 800 500 3,600

データ・帳票支給日 1/10 1/26 1/12 1/11 1/17 1/17

納品日 1/11 1/30 1/13 1/12 1/19 1/19 　

予定数量 800 18,000 1,500 200 2,000 3,500

データ・帳票支給日 2/6 2/22 2/7 2/16 2/17

納品日 2/7 2/27 2/8 2/20 2/21

予定数量 800 11,700 500 6,500 2,500

データ・帳票支給日 3/6 3/20 3/7 3/14 3/10 3/10

納品日 3/7 3/23 3/8 3/16 3/14 3/14

予定数量 800 17,500 1,500 3,000 2,500 2,500

予定数量計 4,800 60,200 3,900 16,500 7,000 7,000 2,500 5,500 100 100 100

区内特別と料金後納の仕分けあり 料金後納のみ65,000

令和４年度納税課及び税制課　督促状・催告書等アウトソーシング予定表

12

2

3

督促状
(コンビニ収納用納付書付）

1

10

11

督促状(テスト用ＱＲコード納付書付）、
口座振替不能通知(テスト用ＱＲコード納付書付）、
期別催告書(テスト用ＱＲコード納付書付）の
データ・帳票支給日,納品日については、
別途、連絡します。


